
 

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 

 
Ⅰ 事業運営の方針 

  昭和２２年に国民たすけあい共同募金として開始した「赤い羽根共同募金運動」

は、７０年余にわたりそれぞれの時代における福祉課題の解決や地域福祉の推進に

取り組んできた。 

現在、我が国では、少子高齢化や人口減少が急速に進み、地域の住民同士のつな

がりの希薄化、コミュニティの弱体化など家族や地域、社会を取り巻く環境が大き

く変化し、さらに新型コロナウイルス感染拡大も影響して人と人との交流が減少し

たこともあり、社会的孤立や生活困窮などの福祉課題や生活課題が複雑化、深刻化

している。 

こうした状況のなか、地域住民や地域の多様な主体が参画し世代や分野を超えて

つながることで、人々の生活や地域をともに創っていく「地域共生社会」の実現が

求められ、地域の福祉課題に対して、つながりを絶やさないための活動を懸命に続

けている団体が本県にも多く存在している。 

共同募金は、自治会加入率の低下や寄付の多様化などにより募金総額の減少傾向

が続く厳しい状況ではあるが、これまでも共同募金は、「じぶんの町を良くするし

くみ。」として民間の福祉活動を資金面から全力で支援してきており、今後とも社

会福祉協議会等の関係機関と連携しながら、積極的にその役割を果たしていくこと

が求められている。 

本県においては、令和３年３月に策定にした「第２次香川県共同募金改革アクシ

ョンプラン（以下、「アクションプラン」という。）」及び中央共同募金会が平成 

２８年５月に策定した「７０年答申に基づく推進方策（以下、「７０年答申」とい

う。）」の示す方向に沿って各種事業を推進しており、引き続きこれらに沿い、今後

の共同募金運動の活性化につなげていく。なお、アクションプランは、計画期間の

中間年である令和５年度に中間評価を実施したところであり、残りの期間において

目標達成に向けさらなる進捗を目指していく。 

 

〔共同募金運動推進重点事項〕 

１ 共同募金運動への県民の理解と参加の促進 

２ テーマ募金やネット募金など多様な募金手法の展開 

３ 共同募金運動の活性化の推進 

４ 孤立防止対策など住民が住民を支える活動の推進 

５ アクションプラン及び７０年答申に基づく推進方策にかかる事業の実施 

 

Ⅱ 事業の実施 

 第１ 会務の運営 

（１）法人の運営 

   共同募金の使命と特性を踏まえ、法人の適正で効率的な運営を図る。 

（２）事業・事務合理化の促進 

業務の円滑かつ効率的な実施を図り、事業・事務の合理化を促進すると

ともに、必要に応じて規程・規則等の見直しを行う。 



 

  （３）情報公開の実施 

         事業運営の透明性を一層高めるため、ホームページ等を活用して、 

積極的に情報公開を行う。 

 

第２ 共同募金運動への県民の理解と参加の促進 

    本県においては、平成９年度をピークに募金額は減少しており、テーマ募金

など新たな募金手法に取組んではいるものの、目標額及び前年度実績額を下回

って推移している。そのため、減少率の大きい戸別募金の減少対策に引き続き

取組むとともに、寄付目的が明確なテーマ募金の実施や法人募金・職域募金の

拡大、ネット募金の活用、遺贈・相続寄付への取り組みなど、多様な募金手法

の展開を図り、県民の理解と幅広い参加を得て共同募金運動を推進する。 

（１）公募の実施と適正な助成 

        共同募金の助成事業について、ホームページ等を通じて幅広く募集する

ともに、多様化する地域課題と公的制度の狭間で活動を行っているボラン

ティア団体、ＮＰＯ法人などの資金ニーズの把握に努める。 

また、助成申請に際し公平で公正な審査を実施する。また助成事業完了

報告においても適正な内容となっているか確認を行う。 

  （２）効果的な広報・啓発活動の推進 

    ①報道機関、関係機関・団体等と連携協力した広報活動を図る。 

・報道機関に対するオープンニングセレモニーや募金・助成の情報、資料

等の積極的な情報提供 

・テレビ、ラジオ局への共同募金運動に関するスポット等の依頼 

・県社協及び市町社協広報紙への募金・助成等の情報掲載 

②共同募金の仕組みやその使途、地域社会における役割、使命等を中心とし

た内容の広報・啓発を行う。 

③共同募金運動開始初日に、企業・団体等の協力を得てオープンニングセレ

モニー（厚生労働大臣等のメッセージ伝達式、街頭募金活動）を行う。 

    ④広報紙の全戸配布 

⑤スーパーマーケット、大型店舗などの集客施設や公民館、図書館などの公

共施設における募金ポスターの掲出依頼 

⑥香川県共同募金会ホームページでの募金情報や助成先募集情報などを適

時に掲載 

⑦Ｘ（旧 Twitter）、Facebook、YouTubeなどの SNSを活用した積極的な情報

発信 

（３）寄付者から満足感が得られる（ありがとうが見える）募金活動の実施 

①寄付者へ領収書送付時に礼状を同封するなど、募金協力者の持続拡大を図

る。 

    ②高額寄付者の氏名公表（寄付者の承認のある場合に限る。）及び感謝状贈

呈式の開催 

③助成効果を伝える「ありがとうメッセージ」をホームページ、広報紙、チ



 

ラシなどに積極的に掲載 

④募金箱設置の協力企業・団体をホームページで紹介 

⑤助成先施設・団体におけるのぼり旗や助成シールの掲出 

⑥社会福祉大会や共同募金運動説明会・周知会、学校への出前授業などにお

ける、助成先施設・団体からの助成成果の報告 

第３ テーマ募金など多様な募金手法の展開 

（１）多様な募金手法の展開 

①テーマ募金等の実施 

特定の社会課題や地域課題の解決を目指して活動する団体が、１月から３

月において自ら募金活動を行うテーマ募金の実施団体を募集し、当該活動を

通じ、新たな寄付者層を開拓するとともに、共同募金運動全体の活性化につ

なげる。 

②「赤い羽根募金百貨店プロジェクト」の参加企業等の拡大 

平成２４年１１月から寄付つき商品で募金拡大を図る｢募金百貨店プロ 

ジェクト｣を展開し、現在、４市２町の１９企業・団体（令和６年２月２０

日現在）が参加しており、引き続き、市町共同募金委員会と連携して、商

工団体などを通じて「募金百貨店プロジェクト」への参加を呼びかけ、全

市町の半数での参加企業の登録を目指す。 

③赤い羽根清涼飲料水自動販売機の設置促進 

赤い羽根清涼飲料水自動販売機は、８市５町で計３７台が設置されてお

り、引き続き、助成団体に設置協力を求めるとともに、市町共同募金委員

会と協力しながら、全市町での設置促進を図る。 

④御当地募金バッジの製作 

街頭募金や職域募金において活用されている「うどん県バッジ」につい

て、令和６年度も引き続き製作するとともに、募金者の拡大を図るため様々

な募金グッズの活用を進める。 

⑤自治会未加入のマンション居住者への募金依頼 

平成２４年度からマンション管理委託会社の協力を得て、自治会未加入

マンション入居世帯に郵便振替払込書（手数料免除）付き協力依頼チラシ

を配布している。戸別募金減少対策として引き続き実施していく。 

⑥法人募金及び職域募金の拡大 

これまで募金をいただいている企業等には引き続き協力をお願いすると

ともに、募金実績のない企業等を把握して新規開拓を行い、募金バッジな

ど様々な運動資材を活用し職域募金の拡大を図る。 

⑦募金箱の通年設置の促進 

     「いつでも、どこでもできる募金」を目指して紙製募金箱を助成団体の

施設・事務所や社会福祉施設、学校などに幅広く配布するとともに、飲食

店、商店、企業などに募金箱の設置依頼を行う。 

⑧学校における共同募金運動への理解の促進 

・学校に対して募金ポスターの掲出依頼や赤い羽根などを配布するととも



 

に、年間を通じた募金箱の設置を依頼する。 

・小中学校児童・生徒のボランティア活動に対して助成を行うなど、共同

募金を知ってもらい、更に保護者をも含めた理解促進を図るよう取り組

む。 

・募金箱コンクールを実施し、応募学校数の増加を図るとともに、作品を

通じた広報の展開に取り組む。 

⑨多様な参加者による募金活動の展開 

・地域の多様な組織や個人とつながりをつくりながら、地域住民の主体的

参加を促し、共同募金運動の多様な取り組みを進める。 

・助成団体については、資金助成を受けるだけの立場ではなく、共同募金

運動の協働参画団体として、街頭募金などの募金活動に協力を求める。 

⑩イベント募金の促進 

         市町などのイベント開催時に募金箱を設置するなどして、共同募金運動

への協力を呼びかける。また、共同募金助成事業のイベント・大会には、

主催者に募金箱設置などの協力を求める。 

⑪税制上の優遇措置の広報強化 

寄付金控除及び損金算入制度の税制上の優遇措置について周知に努め、

寄付意欲の増大を図る。 

⑫インターネットを通じた募金（ネット募金）の活用 

 チラシ等へのＱＲコードの掲載やホームページ・ＳＮＳへのＵＲＬの掲載

など、これらを積極的に活用するとともに、現在中央共同募金会で鋭意検

討されているスマートフォンを使った非接触式のＱＲコード決済の導入を

図っていくなど、寄付者の利便性向上を図る。 

    ⑬遺贈・相続寄付に向けた広報啓発活動 

     遺贈・相続寄付のパンフレットをホームページに掲載し、受け入れが可能

である旨記載するほか、遺贈・相続寄付を取り扱う士業団体（弁護士会、司

法書士会、行政書士会）等へも広報を行う。 

 

第４ 共同募金運動の活性化の推進 

（１）共同募金運動の推進に向けて中央共同募金会が実施する全国的な広報活動

等に協力するとともに、人材育成研修や全国セミナーへ職員（市町共同募

金委員会を含む。）を派遣する。 

（２）アクションプランと７０年答申に基づく推進方策の着実な推進に向けて、

次の事項について取組みを進める。 

①助成の対象・内容・手続き等の一層の適正な運用を図り、助成の固定化を

防止し、新たなニーズに対応する。 

②共同募金運動のより円滑な推進に向けて市町共同募金委員会等との協議を

積極的に実施する。 

ア 市町共同募金委員会事務局長会議の開催（２月、７月） 

イ テーマ募金報告会、研修会の開催（５月、１１月） 



 

ウ 市町共同募金従事者研修会の開催（８月） 

    ③中間評価を実施したアクションプランについて、計画期間内の目標達成に

向けて引き続き推進を図る。 

  

第５ 孤立防止対策など住民が支える活動の推進 

全国共通助成テーマである社会的孤立防止の活動について、地域において

重点的に助成を行うとともに、広域助成においても社会福祉協議会と連携し

て推進し、孤立防止対策事業を共同募金運動の訴求力を持った事業として広

報を展開する。 

 

第６ 香川県社会福祉大会の開催と顕彰等の実施 

香川県・香川県社会福祉協議会との共催により「香川県社会福祉大会」を

開催し、奉仕功労者、優良地区・団体等の表彰を行う。 

  

第７ 歳末たすけあいの実施 

（１）「地域歳末たすけあい運動」の実施 

   社会福祉協議会、民生児童委員協議会及び関係機関・団体と協力して、

１２月１日から３１日までの間、市町の区域ごとに「地域歳末たすけあい

運動」を実施する。 

（２）「ＮＨＫ歳末たすけあい」の実施 

      ＮＨＫ高松放送局との共催により、１２月１日から２５日までの間、

「ＮＨＫ歳末たすけあい」を実施して、寄付金の受入れ及び助成に関す

る業務を行う。 

 

第８ 被災地の復興支援及び災害等準備金積立等 

（１）被災地の復興支援 

   災害救助法が適用された被災地の被災者支援のために、マスコミ・関係

団体及び金融機関等の協力を得て、災害義援金を募集し、義援金の受入れ

及び送金に関する業務を行う。 

（２）災害等準備金積立・拠出 

      災害の発生その他特別の事情があった場合に備えて、募金の一部を準備

金として積み立て、災害等が発生した場合には、準備金の全部又は一部を

県内及び他都道府県共同募金会に拠出して支援する。 

 

 第９ 共同募金以外の寄付金に係る税制上の優遇措置制度の適正な運用 

寄付金に係る税制上の優遇措置の取扱について、適正な運用を図り、中央

審査のため中央共同募金会に申請する業務を行う。 

 

 第１０ 民間資金助成への協力 

（公財）中央競馬馬主社会福祉財団助成事業、（公財）車両競技公益資金記念



 

財団助成事業等に対し、中央共同募金会と連携を図り、助成事業の推薦業

務を適正に行う。 

 

第１１ 香川県共同募金会会館の管理・運営 

 

 第１２ その他共同募金運動に必要な事業 

 

 


